
審議会等の名称 伊万里・有田地区障害支援区分認定審査会

設置の根拠
伊万里・有田地区障害支援区分認定審査会の共同設置に関する規
約

設置の目的
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための律(平成
１７年法律第１２３号)に定める障害支援区分の認定に係る審査判
定業務の効率性及び公平性を確保するため

設置年月日 平成１８年７月１日

委　員　数 １５人

委員の任期 ２年（平成３１年４月１日～令和３年３月３１日）

委 員 名 簿 　※別紙（様式第１号の２）　

所　管　課
健康福祉部福祉課障害福祉係
（電話番号０９５５－２３－２１５６）

様式第１号（第４条関係）

（令和２年４月１日現在）

審議会等設置状況



所　　属

池田　潤 伊万里有田共立病院

井樋　直孝 いび整形外科

岩永　和美 あすなろの里

太田黒　育美 障害者支援施設　瑠璃光苑

小栗　隆太 山口病院

◎ 小副川　芳夫 小副川医院

久保田　敏幸 前田病院

小嶺　信一郎 泌尿器科いまりクリニック

高場　奈保子 堀田病院

鶴田　敬郎 上有田整形外科クリニック

西野　靖 特別養護老人ホーム　ちぐさの

堀田　雄介 堀田病院

元田　正憲 伊万里眼科

森　奈以子 くろかみ学園

○ 山下　薫 介護相談支援センター　よつ葉

委　員　名　簿

（五十音順・敬称略・会長◎・副会長○）

氏　　名

様式第１号の２（第４条関係）



○伊万里・有田地区障害支援区分認定審査会の共同設置に関する規約 

改正 平成２５年４月１日告示第３９号 

注 平成２５年４月から改正経過を注記した。 

（設置） 

第１条 伊万里市及び有田町（以下「関係市町」という。）は、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下

「法」という。）に定める障害支援区分の認定に係る審査判定業務の効率性及び

公平性を確保するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７

第１項の規定に基づき、共同して、法第１５条に規定する審査会を設置する。 

（平２５告示３９・一部改正） 

（名称） 

第２条 この審査会の名称は、伊万里・有田地区障害支援区分認定審査会（以下「認

定審査会」という。）という。 

（平２５告示３９・一部改正） 

（執務場所） 

第３条 認定審査会の執務場所は、伊万里市立花町１３５５番地１伊万里市役所内

とする。 

（委員の定数） 

第４条 認定審査会の委員（以下「委員」という。）の定数は、１５人以内とする。 

（委員の選任方法） 

第５条 認定審査会の委員は、障害者等の保健、医療又は福祉に関する学識経験を

有する者のうちから、伊万里市長が選任するものとする。 

２ 伊万里市長は、前項の規定により選任された委員の氏名及び経歴を、有田町長

に通知しなければならない。 

３ 委員は、非常勤とする。 

（委員の身分取扱い） 

第６条 委員の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法その他委員の身分取扱い



（以下「委員の報酬等」という。）については、伊万里市条例の定めるところに

よる。 

２ 委員の報酬等に関する条例（以下「関係条例」という。）を伊万里市が制定し、

若しくは改廃する場合、又は関係条例の委任を受け、若しくは関係条例の施行に

つき定める規則その他の規程（以下「関係規則等」という。）を伊万里市長が制

定し、若しくは改廃する場合は、伊万里市長は、あらかじめ有田町長と協議しな

ければならない。 

３ 伊万里市が関係条例を制定し、若しくは改廃したとき、又は伊万里市長が関係

規則等を制定し、若しくは改廃したときは、有田町長は、当該関係条例及び関係

規則等を公表しなければならない。 

（事務職員） 

第７条 認定審査会に関する事務は、伊万里市の職員が、有田町の職員の協力を得

て行うものとする。 

（経費） 

第８条 認定審査会の共同運営に要する経費は、伊万里市の予算に計上し、支出す

る。 

２ 前項の経費の関係市町の負担割合は、次のとおりとする。 

平等割 １００分の２０ 

障害者人口割 １００分の２０ 

総人口割 １００分の６０ 

３ 前項の負担割合の算定に必要な障害者人口及び総人口の基準は、前年３月３１

日現在の身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳所持者数並びに

住民基本台帳人口とする。 

４ 前２項に規定する認定審査会の共同運営に要する経費に係る負担金の納付時期

については、関係市町が協議して定める。 

（決算報告） 

第９条 伊万里市長は、認定審査会に関する決算を有田町長に報告しなければなら



ない。 

（認定審査会の事務の管理及び執行に関する条例等） 

第１０条 認定審査会の事務の管理及び執行に関する条例、規則その他の規程につ

いては、関係市町はこれを相互に調整するように努めなければならない。 

（補則） 

第１１条 この規約に定めるもののほか、認定審査会の運営に関し必要な事項は、

関係市町の長が協議して定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成１８年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成１８年度における障害者人口割及び総人口割の算定基準日は、第８条第３

項の規定にかかわらず、平成１８年３月３１日とする。 

附 則 

この規約は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規約は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年４月１日告示第３９号） 

１ この規約は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、第１条の変更規定（「障

害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律」に改める部分に限る。）は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ この規約の施行の際現に変更前の伊万里・有田地区障害程度区分認定審査会の

共同設置に関する規約第５条第１項の規定により選任されている伊万里・有田地

区障害程度区分認定審査会（以下「旧認定審査会」という。）の委員である者は、

この規約の施行の日に、変更後の伊万里・有田地区障害支援区分認定審査会の共

同設置に関する規約第５条第１項の規定により伊万里・有田地区障害支援区分認

定審査会の委員として選任されたものとみなす。この場合において、その選任さ



れたものとみなされる者の任期は、同日における旧認定審査会の委員としての残

任期間と同一の期間とする。 
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